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特定非営利活動法人 環境自治体会議環境政策研究所 定款

第1章 総 則
(名 称)
第1条  この法人は、特定非営利活動法人環境自治体会議環境政策研究所と称し、略称は英
文KWま RILIEP (Research lnstitute for Local lnitiative of Environmental Policies,リ リ
ープ)と表示する。

(事務所)

第2条  この法人は、事務所を東京都千代田区に置く。

(目  的)
第3条  この法人は、持続可能な社会および環境政策に関する情報収集や調査研究活動なら
びに実践活動を通じて、地方公共団体の政策立案や、民間非営利組織 (NPO)、 市民、
事業者の環境保全・地域づくり活動の支援を行うことにより、社会全体の利益の増進に寄

与することを目的とする。

(特定非営利活動の種類)

第4条  この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行う。
(1)ま ちづくりの推進を図る活動

(2)環境の保全を図る活動

(3)特定非営利活動を行う団体の運営または活動に関する連絡、助言または援助の活

動

(事業の種類)

第5条  この法人は、第 3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業として、次
の事業を行う。

(1)持続可能な地域づくりおよび自治体環境政策に関する調査 。研究

(2)持続可能な地域づくりおよび自治体環境政策に関する情報収集 。提供

(3)持続可能な地域づくりおよび自治体環境政策に関する相談、助言

(0持続可能な地域づくりおよび自治体環境政策に関する研究成果の公表や刊行物の

発行

(5)持続可能な地域づくりおよび自治体環境政策に関する実践活動・ネットワーク形

成

(6)その他この法人の目的を達成するために必要な事業

(会員の種別)

第6条 この法人の会員は、次の 3種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法 (以下「法」
という。)上の社員とする。
(1)正会員 この法人の目的に賛同して入会した個人および団体
(2)賛助会員 この法人の目的に賛同し、活動を支援するために入会した個人および

団体

(3)その他の会員 運営委員会が別に規則において定めた会員

(入 会)
第7条 この法人の会員になろうとするものは、別に定める入会申込書を理事長に提出するも
のとする。

員第 2章 会



2 理事長は、前項の申込があったとき、正当な理由がない限り、入会を認めなければ
ならない。

(会 費)
第8条 会員は、運営委員会において別に定める会費を納入しなければならない。

(会員の資格の喪失)

第9条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。
(1)退会届の提出をしたとき。

(2)本人が死亡し、若しくは失そう宣告を受け、または正会員である団体が消滅した

とき。

(3)継続して 3年以上会費を滞納したとき。
(4)除名されたとき。

(退 会)
第10条 会員は理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会することができる。

(除 名)
第11条 会員が次の各号の一に該当する場合には、運営委員会の議決により、これを除名する

ことができる。

(1)こ の定款等に違反したとき。

(2)こ の法人の名誉を傷つけ、または目的に反する行為をしたとき。

2 前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明の機会
を与えなければならない。

(拠出金品の不返還)

第12条 既に納入した会費その他の拠出金品は、返還しない。

第 3章 役 員
(種別及び定数)

第13条 この法人に、次の役員を置く。

(1)理事 3名以上 5名以下
(2)監事 1名以上 2名以下
2 この法人の理事を運営委員と称する。
3 運営委員のうち 1人を理事長とする。
4 運営委員のうち 1人を研究所長とする。
5 理事長が欠けたときは、運営委員のうち 1人を理事長代理とすることができる。研
究所長との兼任を妨げない。

(選任等)

第14条 運営委員は運営委員会において選任し、総会に報告する。
2 理事長及び研究所長は、運営委員の互選とする。
3 監事は、総会で選任する。
4 監事は、運営委員またはこの法人の職員を兼ねてはならない。

(職 務)
第15条 理事長は、この法人を代表する。
2 研究所長は、この法人の業務を総理する。



3 理事長代理は、理事長が欠けたときは、その職務を代行する。
4 運営委員は、運営委員会を構成し、この定款の定めおよび総会または運営委員会の
議決に基づき、この法人の業務を執行する。
5 監事は、次に掲げる職務を行う。
(1)運営委員の業務執行の状況を監査すること。

(2)こ の法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務または財産に関し不正の行為ま
たは法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、こ

れを総会または所轄庁に報告すること。

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。

(5)運営委員の業務執行の状況またはこの法人の財産の状況について、運営委員に意

見を述べること。

(任期等)

第16条 役員の任期は 2年とする。ただし、再任を妨げない。
2 補欠のため、または増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者、または硯任者の
任期の残存期間とする。
3 役員は辞任または任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行
わなければならない。

(欠員補充)

第17条 運営委員または監事のうち、その定数の 3分の 1を超える者が欠けたときは、遅滞な
くこれを補充しなければならない。

(解 任)
第18条 運営委員が次の各号の一に該当する場合には、運営委員会の議決により、これを解任

することができる。

(1)心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。

(2)職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。
2 監事が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを解任すること
ができる。

(1)心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。

(2)職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき

3 前2項の規定により役員を解任しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁明の機
会を与えなければならない。

(報酬等)

第19条 役員は、その総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を受けることができる。
2 1役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。
3 前 2項に関し必要な事項は、運営委員会の議決を経て、理事長が別に定める。

第4章 会 議
(種 別)
第20条 この法人の会議は、総会および運営委員会の 2種とし、総会は通常総会および臨時総
会とする。

(総会の構成)

第21条 総会は、正会員をもって構成する。
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(総会の権能)

第22条 総会は、以下の事項について議決する。

(1)定款の変更

(2)解散および合併

(3)事業報告および収支決算の承認

(0監事の選任および解任
(5)その他運営委員会が総会に付すべき事項として議決した事項

(総会の開催)

第23条 通常総会は、毎年 1回開催する。
2 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)運営委員会が必要と認め、招集の請求をしたとき。

(2)正会員総数の 5分の 1以上から会議の目的を記載した書面により招集の請求があ
ったとき。

(3)監事が第 15条第 4項第 4号の規定に基づいて招集するとき。

(総会の招集)

第24条 総会は、前条第 2項第 3号の場合を除いて、理事長が招集する。
2 理事長は、前条第 2項第 1号および第 2号の規定による請求があったときは、速や
かに会議を招集しなければならない。
3 総会を招集する場合には、会議の日時、場所、目的および審議事項を記載した書面
またはファクシミリ、Eメ ールにより、開催の日の少なくとも 5日 前までに通知し
なければならない。

(総会の議長)

第25条 総会の議長は、理事長もしくは理事長が指名した者が務める。

(総会の定足数)

第26条 総会は、正会員総数の 3分の 1以上の出席がなければ開会することはできない。

(総会の議決)

第27条 総会における議決事項は、第 24条第 3項の規定によつてあらかじめ通知した事項と
する。ただし、議事が緊急を要するもので、出席正会員の 3分の 2以上の同意があっ

た場合は、この限りではない。
2 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数を持って
決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

(総会での表決権等)

第28条 各正会員の表決権は平等なものとする。
2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項
について、書面をもって表決し、または他の正会員を代理人として表決を委任する

ことができる。
3 前項の規定により表決した正会員は、前 2条の規定の適用については出席したもの
とみなす。
4 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わる
ことができない。



い″ (総会の議事録)
第29条 総会の議長は、総会の議事について議事録を作成し、これを保存しなければならない。

(運営委員会の構成)

第30条 運営委員会は運営委員をもって構成する。
2 監事は、運営委員会に出席し、意見を述べることができる。

(運営委員会の開催)

第31条 運営委員会の開催、招集、議決などの方法については、運営委員会で定める別の規則
に委任するものとする。

(運営委員会の権能)

第32条 運営委員会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。
(1)事務局の組織および運営
('その他この法人の運営に関する必要な事項

第 5章 資 産

(構 成)
第33条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。

(1)設立当初の財産目録に記載された資産

(2)会費

(3)寄付金品

(4)財産から生じる収入

(5)事業に伴う収入

(6)その他の収入

(管 理)
第34条 この法人の資産は理事長が管理し、その方法は、運営委員会の議決を経て、理事長が

別に定める。

第 6章 会計

(事業年度)

第35条 この法人の事業年度は、毎年 6月 1日 に始まり、翌年 5月 31日 に終わる。

(事業計画および予算)

第36条 この法人の事業計画およびこれに伴う収支予算は、毎事業年度ごとに研究所長が作成
し、運営委員会の議決を経なければならない。

(暫定予算)

第37条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、理事長
は、運営委員会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収入支出す
ることができる。
2 前項の収入支出は、新たに成立した予算の収入支出とみなす。

(予備費)

第38条 予算超過または予算外の支出に充てるため、予算中に予備費を設けることができる。



2 予備費を使用するときは、運営委員会の議決を経なければならない。

(予算の追加および更正)

第39条 予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、運営委員会の議決を経て、既定予算
の追加または更正をすることができる。

(事業報告および決算)

第40条 この法人の事業報告書、財産目録、貸借対照表および収支計算書等決算に関する書類

は、毎事業年度終了後、速やかに、研究所長が作成し、監事の監査を受け、総会の承

認を得なければならない。
2 決算上余剰金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。

第 7章 定款の変更、解散および合併

(定款の変更)

第41条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の 4分の 3以上の

多数による議決を経、かつ、法第 25条第 3項に規定する軽微な事項を除いて所轄庁
の認証を得なければならない。

(解散)

第42条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。

(1)総会の議決

(D目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(9正会員の欠亡

(0合併
(5)破産

(6)所轄庁による設立の認証の取り消し

2 前項第 1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の 4分の 3以上の
承諾を得なければならない。
3 第 1項第 2号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければならない。

(残余財産の帰属)

第43条 この法人が解散 (合併または破産による解散を除く。)したときに残存する財産は、
総会において出席した正会員の半数以上の議決を経て選定された特定非営利活動法人
に譲渡するものとする。

(合 併)
第44条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の 4分の 3以上の議決
を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第 8章 公告の方法
(公告の方法)

第45条 この法人の公告は、官報またはインターネットを用いて行う。

第 9章 雑 則
(細則)

第46条 この定款の施行について必要な細則は、運営委員会の議決を経て、理事長が別に定め

る。
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この定款は、この法人の成立の日から施行する。

この法人の設立当初の役員は、別表のとおりとする。

この法人の設立当初の役員の任期は、第 16条第 1項の規定にかかわらず、この法人の

成立の日から2002年 3月 31日 までとする。
この法人の設立当初の事業年度は、第 35条の規定にかかわらず、この法人の成立の日
から2001年 3月 31日 までとする。
この法人の設立当初の事業計画および収支予算は、第 36条の規定にかかわらず、設立

総会の定めるところによる。
この法人の設立当初の会費の額は、第 8条の規定にかかわらず、設立総会の定めると
ころによる。

別表 設立当初の役員
役職名 氏   名
研究所長 中口毅博

運営委員 須田春海

運営委員 加藤涼子

運営委員 増原直樹

監  事 平田仁子



書式第8号 (法第 10条 。第 25条関係)

設立・ 定款変更用

2025年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人里』饉艶 豊 創壼重』国」壼理題五

1 事業実施の方針
自治体が環境関連計画等を策定 。実践する際に、SDG8や統合的視点を反映することで持続可能な

地域づくりを推進することを支援する。

・ 前年度中に開発支援を行った神奈川県市民参加モニタリングプラットフォーム構築事業に継続して

参画する。システムの公開に向けて、専門機関や神奈川県内 NGOと 連携してルール整備やユーザ
ビリティの向上について調査・検討を行う。

・ 次年度以降の新規事業獲得に向けて情報収集や提案活動を行う。
・ lAS‐Eまたは自治体独自の環境マネジメントシステムの運用を支援するため、日標設定や監査時の

助言、研修その他のサポー トを行う。

・ 各地のセクターごとの持続可能な地域づくりの取組事例などを掲載した年刊書籍「SDGs自 治体白
書」を製作する。

・ 前年度に主に文科省補助を活用して実施した「インカレSDG8プロジエクト」を継続実施する。中
高生による主体的な活動を支援することを重視し、資金調達からツアーの企画・実施などをサポー

トする。

・ 持続可能な地域創造ネットワーク事務局 。東京事務所として、会員管理・支援、各種行事の企画運
営 (全国大会等)な どを行う。

次世代主体の環境活動や現世代と次世代の協働活動 (サスティナビリティ人材開発事業)と して、

サスティナビリティ人材開発センターを中心に、市民団体が次世代と協働で持続可能な地域づくり

活動を行う場や機会の設定をコーディネー トするとともに、次世代が活動実績をアピールし人生に

活かすことができるしくみを構築する。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 :タアι

g】 千円 )
定欣に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

持続可能な地
域づくりおよ
び自治体環境
政策に関する
調査 。研究

気候変動市民参加モニ
ングプラットフォーム
事業 :気候変動影響情
WebGISに登録しオン

タリ
構築
報を
ライ
フオ
奈川
るワ
、開

ン熟議を行
築
境

うプラット
に向け、神
NGOに よ

―ム
県内
―ク
発チ
クを

の構
の環
ショップを開催 し
―ムヘのフィー ドバツ
実施する。

6月 ～ 2
月

事務所、
横浜市

1人 神奈川県
民

700

持続可能な地
域づくりおよ

娑具逍奮季暑
情報収集・提
供



持続可能な地
域づくりおよ
び自治体環境
政策に関する
相談、助言

東海村環境基本計画推進支
援業務 :環境基本計画に基
づく目標設定、研修、監
査、監査手法の改善の支
援を行 う。

6月 ～ 3
月

茨城県 1名 東揖村
村民

275

遊佐町環境マネジメントシ
ステム運営支援事業 :LAS・
Eに基づく EMSの運用

修
『
畠醤3鍵 獣

定、研

6月 ～ 3
月

東海村 2名 遊佐町
町民

764

福生市環境マネジメントシ
不テム運営支援事業 :自 治
体独自 EMSの 運用支援
を行 う (目標設定、研修、
監査の支援等 )。

6月 ～ 3
月

山形県遊
佐町

1名 禍生
・市民
雨

632

伊丹雨環境マネジメントシ

不テム運営支援事業 :自 治

力 は

「

鰤

7月 ～ 3
月

東京都福
生市

1名 伊丹雨、
市民

467

持続可能な地
域づくりおよ
び自治体環境
政策に関する
研究成果の公
表や刊行物の
発行

驚藻:s目
治体自書の企画、 6月 ～

12月
事務所イlL 2名 全国目治

体

100

持続可能な地
域づくりおよ
び自治体環境
政策に関する
実践活動・ネ
ットワーク形
成

イ ンカ レ SDGsプロジェク
ト:異世代・多地域、学校
連携型で個別最適・協働
的な学びを同時に実現す
るため、中高生の課題研
究支援、合同実習。合同授
業の提供、キャリア支援
を行うもの。

6月 ～ 5
月

事務所他 6名 全 国 400名

2530

雫炉]卿霧野曇I古著:ど ツ`通 年 事務所他 3名 全 国 150名

500

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【   】千円)
載記
た
名

に
れ
業

歌
さ
事

疋
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 8号 (法第 10条 。第25条関係)

設立・定款変更用

2026年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人ョ圏1聾当日壺主墜塁』|口1出|コi壁1日1五

1 事業実施の方針
自治体が環境関連計画等を策定・実践する際に、SDG3や統合的視点を反映することで持続可能な

地域づくりを推進することを支援する。

開発支援を行つている神奈川県市民参加モニタリングプラットフォーム構築事業に継続して参画す

る。

・ LAS‐Eまたは自治体独自の環境マネジメントシステムの運用を支援するため、日標設定や監査時の

助言、研修その他のサポー トを行う。

「SDGs自 治体白書」を製作に向け、掲載事例等の情報収集を行う。
「インカレSDG● プロジェクト」を継続実施する。中高生による主体的な活動を支援することを重

視し、資金調達からツアーの企画 。実施などをサポー トする。

・ 持続可能な地域創造ネットワーク事務局・東京事務所として、会員管理 。支援、各種行事の企画運
営 (全国大会等)な どを行う。

次世代主体の環境活動や現世代と次世代の協働活動 (サスティナビリティ人材開発事業)と して、

サスティナビリティ人材開発センターを中心に、市民団体が次世代と協働で持続可能な地域づくり

活動を行う場や機会の設定をコーディネー トするとともに、次世代が活動実績をアピールし人生に

活かすことができるしくみを構築する。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 】千円 )
疋欣

さ
事

に記載
れた
業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

持続可能な地
域づくりおよ
び自治体環境
政策に関する
調査 。研究

気候変動市民参加モニタリ
ングプラットフォーム構築
事業 :気候変動影響情報を
WebGISに登録 しオンライ
ン熟議を行 うプラットフォ
ームの構築に向け、神奈川
県内の環境 NGOに よるワ
ークショップを開催し、開
発チームヘのフィー ドバツ
クを実施する。

6月 ～ 2
月

事務所
横浜市

1人 神奈リ
民
県 500

持続可能な地
域づくりおよ
び自治体環境
政策に関する
情報収集・提
供

環境基本計画または温暖化
対策実行計画の策定・改定
支援を実施し、SDG8的視
点の政策立案や次世代の政
策への関与の在り方につい
て提案する。

6月 ～ 3

月
検討中 3名 検討中 3,000

持続可能な地
域づくりおよ
び自治体環境
政策に関する

東海村環境基本計画推進更
援業務 :環境基本計画に基
づく目標設定、研修、監
査、監査手法の改善の支
援を行う。

6月 ～ 3
月

茨城県 1名 東極村、
村民

275



相談、助言 遊佐町環境マネジメントシ
ステム運営支援事業 :lAS・
Eに基づく EMSの運用
支援を行う (目標設定、研
修、監査の支援等 )。

6月 ～ 3
月

東褥村 2名 逓佐町、
町民

764

福生雨環榎マ不ジメントシ
ステム運営支援事業 :自 治
体独 自 EMSの 運用支援

畠醤λ壬星肇啓
定、研修、

6月 ～ 3
月

山形県遊
佐町

1名 福生雨、
市民

632

伊丹雨環境マネジメン トシ

不テム運営支援事業 :自治
体独自 EMSの運用支援

畠響λ壬星璽薄
定:研修i

7月 ～ 3
月

東戸郡偶
生市

1名 伊丹市
市民

467

持続可能な地
域づくりおよ
び自治体環境
政策に関する
研究成果の公
表や刊行物の
発行

驚藻:8目
治体 自書の企画、 6月

12月
事務所他 2名 全国目治

体

100

持続 可能 な地
域づ く りお よ
び 自治体環境
政策に関する
実践活動・ネ
ットワーク形
成

蓬ふ抒発
・
月縦響:言協

的な学びを同時に実現す

臭隻鑽:』哲贅讐?蓉僑霞
業の提供、キャリア支援
を行うもの。

6月 ～ 5
月

事務所他 6名 全 国 400名

2,500

雫9■雰″撃霧習
|!彗

:ξ
ツ通 年 事務所他 3名 全 国 150名

500

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【   】千円)
疋訳に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 9号 (法第 10条・第 25条関係 )

2025年度 活動予算書 (その他事業が生登場合)
設立・定款変更用

特定非営利活動法人 環境自治体会議環境政策研究所

円

持統可能な地域づくりおよび自治体環境政策に関する調査・研究事業収益
持統可能な地域づくりおよび自治体環境政策に関する相談、助言事業収益
持優可能な地域づくりおよび自治体環境政策に関する研究成果の公表や刊行物の発行事業収益
t,餃 可能な地域づくりおよび自治体環境政策に関する実践r“ ネットワーク形成事業収益

受取補助金

その の

受取利息

会

助
正
賛
員受取
会員受 費

甕
ス
△
〓

ム
〓
一
一

受取寄附金
施設等受入評価益

700
2, 138

100

3,030

2.125.

B
1

1

403

1

( 2 の

2

3,168,000
590.000
520.000

792.000
130.000

給料手当
雑給
法定福利費

外注費
謝礼
荷造運賃
会議費
旅費交通費
通信費
事務用品費
新聞図書費
諸会費
支払手数料
地代家賃
有l税公課

旅費交通費
通信費
事務用品費
議会費
支払手数料
地代家賃
租税公課

317,

28,

5,

59,

1,136.

52,

96,

10,

18,

20,

384.

000
000
000
000

000
000
000
000

400
000
000

-1 714 000

円

災嘗損失

人 び

■

1 61

11■日||■■||||「S

■厖ヨ田E

■1凹■囲■回■園|IJヨロ|リニ]□盟ヨ墜||【】ヨ②il■ロロ1目011■|■■■■|口l口■■■|■|■|■|■ lil□□□□□□]□亘]□[][]:]]][1[1[1

一０

一一剌一

:当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B:

i【 C】 ― 【D:

財 産 鶴 「

~~~~~70000

L____■ =豊望2壁



書式第 9号 (法第 10条 。第25条関係)

2026年度 活動予算書 (その他事業が生登場合)
特定非営利活動法人 環境自治体会議環境政策研究所

26

24,000
2.000費

費
会
会
取
取
受
受

員
員
会
会

助
正
贅

46.000
46.000

3~覆顧可蔵至軍
受取補助金

4~■軍]Eコ i貢百
~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~

持続可能な地域づくりおよび自治体環境政策に関する調査・研究事業収益

持続可能な地域づくりおよび自治体環境政策に関する情報収集・提供
持続可能な地域づくりおよび自治体環境政策に関する相談.助言事業収益

"礎
可籠な地域づく,お よび閂治体曖,政策に関する研究崚果の公表や刊け術の発行■表収益

村龍可能な地域づくりおよび自治体環境政策に関する実P,活動・ ネットワーク形成事業収益

600,000
3,000.000
2.138.000
100,000
3,000,000

3.738.000

その の

受取利息

A

8.810.000|

4.388 000

2.269.400

65

1

(1 )
3.168.0001
700.0001
520,0001

20.0001
384,0001

給料手当

雑給
法定福利費

荷造運賃
会議費
旅費交通費
通信費
事務用品費
新聞図書費
議会費
支払手数料
地代家賃
粗税公課

(2)その
外注費
謝礼

317,000
28.000
5.000
59,000
280.000
52,000
96.000
10.000
18,400

464.

2

費

(1

1 386 600

(2)そ の 経

)

792.0001
130,0001

320,00
13.00
24,00

給料手当
法定福利費

旅費交通費
通信費
事務用品費
諸会費
支払手数料
地代家賃
租税公課

01

01

0

0

0

8.044.000
当 期 経 常 増 減 額 A B | 766 000

0

C 0 0

766.000
及 び人 民

十

70.000
1.613.262

2 300 262

設立・定款変更用

受取寄附金
施設等受入評価益

ロ

|

|

|

|

|

過年度損益修正益

災害損失

|     |    ′1ヽ

逸

●

|

:や

ヨ

】 壺_皇」 L』

'外
費

:当  "
r 自


